
作成責任者名

政策体系上の
位置付け

平成29年8月

122 1.0兆円 平成22年度 1.35兆円 1.18兆円 1.60兆円 1.82兆円 1.68兆円 2.0兆円 平成32年度

123 2.57% 平成24年度 2.09% 2.57% 3.53% 4.07% 集計中 3.00% 平成30年度

124
①84％
②57％

平成23年
①84％
②57％

①87％
②58％

①90％
②62％

①93％
②67％

①95％
②72％

①100％
②90％程
度（製造
業相当）

平成29年

230 228 219 216

(215) (219) (217)

14 11 14 12

(10) (11) (8)

117 101 105 91

(113) (99) (104)

68 86 88 63

(57) (58) (70)

70 84 85 101

(67) (83) (80)

- 15 15 16

- (14) (14)

- 120 102 71

- (94) (78)

(7)
多様な入札契約方式のモデル
事業等の実施
（平成26年度）

351

公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律第５６号）等の施行を踏まえ、発注者である
地方公共団体における多様な入札契約方式の導入・活用を促進するため、発注者である地方公共団体に対して、専門家等を
派遣し、他の発注者のモデルとなる発注への支援（支援対象事業の性格や地域の実情等に関する課題の整理、最適な入札契
約方式の検討、新たに導入する入札契約方式において必要となる諸手続等）を実施する。

-

地方公共団体におけるモデル事業の実施数

入札契約方式を多様化した地方公共団体数

(6)

技術者の人材確保・育成に関
する調査・検討
（平成26年度）
【AP改革項目関連：社会資本
整備等分野⑩】

350

技術者の確保・育成が喫緊の課題となっており、建設工事における適正な施工を確保するため、建設業法に基づく技術者の人
材育成及び質の確保等について、現行制度の検証及び改善等に関する調査・検討を行う。
【近年の建設投資の減少や競争の激化等により、就労環境の悪化等による建設業の現場の管理を行う技術者の減少や高齢化
が進んでいるため、建設業法に基づく技術者の人材育成及び質の確保等に関する現行制度の検証及び改善等の調査・検討を
行うものである。本業務において、改革項目に記載されている「技術検定の試験会場を拡大」の検討を行い、実施した。】

-

検討会等の開催回数

建設工事に携わる技術者のうち技術検定合格者の比率

平成２８年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

（国土交通省２８－㉜）

施策目標 ３２　建設市場の整備を推進する 担当部局名 土地・建設産業局 建設市場整備課長　木村　実

施策目標の概要及び達成すべき目標
　建設企業が置かれた厳しい状況を踏まえ、建設企業の健全な経営環境の整備や技能労働者の確保・育
成を図るとともに、我が国建設業の海外展開を推進する。

施策目標の
評価結果

９　市場環境の整備、産業の生産性
向上、消費者利益の保護

政策評価実施
予定時期

業績指標

実績値

業績指標の選定理由、目標値（水準・目標年度）の設定の根拠等目標値
設定年度

目標年度

達成手段の目標（28年度）
（上段：アウトプット、下段：アウトカム）

我が国企業のインフラシステム関連海外受注高
（建設業の海外受注高）

建設業の活力を回復するために必要な建設市場の整備の推進には我が国建設産業の国際競争力強化が必要であり、こうした国際
競争力強化を支援する取り組みを評価するためには本指標が妥当である。

専門工事業者の売上高営業利益率

専門工事業者は、総合工事業の機能の外注化により、建設生産プロセスの中でいわば中核的とも言える役割を担うようになっている
が、建設投資の低迷等専門工事業者を取り巻く経営環境が依然厳しい中で、技術や経営に優れた専門工事業者がのびることができ
る環境の整備を図ることが必要。営業利益は本業からあがる収益を表す指標であることから、営業利益の売上高に占める割合を計
ることで的確に専門工事業者の収益力を把握することが適切。

建設業における社会保険等加入率
（①企業単位、②労働者単位）
【ＡＰ改革項目関連：社会資本整備等分野⑩】
【ＡＰのＫＰＩ】

技能労働者の処遇の向上、建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保及び法定福利費を適正に負担する企業による公平で健
全な競争環境の構築を実現するために、本指標が妥当である。目標値については、中央建設業審議会基本問題小委員会によるとり
まとめで示された値。
【ＡＰのＫＰＩは、施策の達成状況を表すものになっており、ＡＰのＫＰＩと同じ指標を測定指標として設定】

建設業許可処理システム等の
整備の推進
（昭和62年度）

344

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額） 28年度
当初
予算額
（百万円）

達成手段の概要25年度
（百万円）

26年度
（百万円）

28年度
行政事業レビュー
事業番号

建設業許可業者数、宅地建物取引業者数、
マンション管理業者数、賃貸管理業者数

営業所等において専任を要する人的配置の重複排除

(2)
建設関連業の新たな役割と一
層の活躍の推進
（平成20年度）

345
各地方整備局等で実施している建設関連業者の登録・審査事務の効率化と時間短縮、申請者と発注者の利便性向上、セキュ
リティ確保等を図るため、建設関連業者登録システムの改修・保守等を行う。

-
-

申請処理件数

(1)

統計資料の公表回数

建設資材、技能労働者の需給の安定

(3)
建設業における法令遵守の徹
底
（昭和54年度）

346
建設業における取引の適正化を図るため、下請取引等実態調査や立入検査等の実施を通じて建設業者に対する指導の徹底
を図るとともに、建設工事の契約上のトラブルに関する相談窓口を設けて、請負契約の適正化を図る。さらに、適正な技術者配
置の徹底に向けた検討のため、技術者による現場施工の実態等を調査する。

-
建設業法令遵守推進本部による建設業者の営業所等への立入検査数

請負契約の書面による締結を行っている建設業者の割合

122

(4)

建設業における労働・資材対
策の推進
（平成20年度、一部昭和54年
度）
【AP改革項目関連：社会資本
整備等分野⑩】
【APのKPI関連】

347

建設資材、建設技能労働者の需給状況等を毎月把握することにより、建設資材、技能労働者確保に資するとともに、円滑な公
共事業の執行及び建設労働対策をすすめるための基礎資料とすることを目的とする。
【本事業の成果目標と上位施策・測定指標の内容は同様であり、本事業の成果の達成により、社会保険未加入対策をより推進
することが出来る。また、建設技能労働者の増加により、登録基幹技能者数も増加する。】

124

(5)
我が国建設業等の海外展開の推
進
（平成24年度）

348

本指標を達成すべく、本年６月に改訂された成長戦略および本年３月に新たに策定された「国土交通省インフラシステム海外展
開行動計画」の実現に向け、①政府間でしか為し得ないビジネス環境整備（海外展開に資する外国人材の育成・活用の政府間
の枠組による推進、建設関連制度の整備・普及支援、国際交渉等）、②民間企業のみでは獲得の難しい新たなビジネス機会創
出（政府間の連携や政府の持つリソースを最大限活用した新ビジネスの展開や、中堅・中小建設企業等の持つ独自の技術・ノ
ウハウの売り込み等）、の２点に取り組んでいく。

-

27年度
（百万円）

初期値
23年度 24年度 25年度

建設業許可、宅地建物取引業免許、マンション管理業登録の申請等に係る審査において、各行政庁が同一の審査システムを
活用することにより、厳正な審査を迅速に行うとともに、事業者情報を提供して消費者取引の安全を図る。

関連する
業績指標
番号

-

26年度 27年度
評価結果 目標値



- 100 79 76

- (0) (158)

- - 50 55

- - (50)

- - 190 168

- - (187)

100 122 125 140

-

- - - 12

- - - -

990 1,248 1,388 1,205

(917) (1,038)

(11)
道路分野の海外展開支援に係
る経費
（平成25年度）

356
道路分野における日本企業の海外進出を促進するため、相手国との政策協議、海外における道路プロジェクトの案件発掘・形
成、日本
の道路関係技術普及促進等を実施し、我が国企業のインフラシステム関連海外受注に寄与する。

122
道路分野に関する案件発掘等の調査数（平成28年度：４件）

２０２０年度までの道路分野における海外受注累計件数
４００件（２０１３年度起算）

(10)
地域建設産業活性化支援事業
（平成27年度）

354

　中小・中堅建設企業等からの相談を受け付ける窓口を各地方整備局等に設置し、各分野の専門家から構成される「活性化支
援アドバイザー」によるアドバイスを実施（相談支援）。
　また、担い手確保・育成又は生産性向上に関する取組みでモデル性の高い案件について、複数の建設企業等及び建設業団
体、地域教育訓練施設等とグループを結成させ、活性化支援アドバイザー等から構成される専門家チームによる目標達成に向
けた継続的なコンサルティング支援や、事業に係る経費の一部を支援するステップアップ支援を実施（重点支援）。
　加えて、モデル性の高い取組み事例を広く建設産業界に周知すべく、ＷＥＢ上での電子ブック掲載や建設業界団体等への冊
子配付、支援先による体験談の講演等を含むセミナー開催等の水平展開を実施。

123

相談支援の受付件数、重点支援件数、セミナー開催数

・建設業の売上高総利益率の向上（生産性向上の成果）
・建設業の従業員一人あたり付加価値の向上（生産性向上
の成果）
・専門工事業の売上高営業利益率の向上（生産性向上の成
果）
・建設業の離職率の低下（担い手確保・育成の成果）

(9)

建設業における女性の更なる
活躍の推進
（平成27年度）
【AP改革項目関連：社会資本
整備等分野⑩】
【APのKPI関連】

353

建設業での女性の活躍には、女性の採用等に積極的な企業の情報が女性に届きにくいこと、中小建設企業では女性が社内で
は少数派で、ロールモデルとなるような先輩社員が身近におらず将来の姿を見通しづらいこと、結婚や育児でいったん業界から
離れると復帰へのハードルが高いことなどの課題が指摘されている。女性活躍に向けた業界の機運を官民挙げて醸成・持続・
加速化していくには、こうした課題に対して重点的に即応した取組をパッケージとして総合的に推進していくことが重要である。本
事業では、女性活躍に係る地域連携、次世代の女性リーダー育成、女性も働きやすい現場環境の整備、他産業のアイデア取込
等の取組を通じ、建設業における女性の更なる活躍を推進する。
【本事業の成果目標及び成果実績は、上記経済・財政再生アクション・プログラムにおけるＫＰＩと同一。】

-

・女性活躍推進に取り組む経営者向け研修実施回数
・女性リーダー育成プログラム参加者数

女性技術者・技能者数

(8)
建設分野における外国人材活
用の適正化事業
（平成26年度）

352

　復興事業の更なる加速を図りつつ、2020年オリンピック・パラリンピック東京大会の関連施設整備等による当面の一時的な建
設需要の増大に対応するため、平成26年4月4日の関係閣僚会議において「建設分野における外国人材の活用に係る緊急措
置」が取りまとめられたところ。当該緊急措置では、現行の技能実習制度を上回る監理体制を構築することとしており、監理団体
及び受入企業に対して巡回指導等を実施する「制度推進事業実施機関」への委託、管理システムの構築・運営、外国人材の受
入状況、不正行為等の情報を共有する協議会の運営等を行うことにより、建設分野における外国人材の活用の適正化を図る。

-

特定監理団体・受入企業に対する巡回指導

特定監理団体の受入企業に対する監査の実施率

(12)
道路分野における多様な
PPP/PFI手法の検討・調査
（平成28年度）

新28-030
各道路管理者における多様なPPP/PFI手法の導入促進に向け、今年度は、現状で各道路管理者が取り組んでいる（又は取り
組もうとしている）PPP/PFI手法を収集・分析する。各道路管理者がPPP/PFI事業に取り組む際に参考となる事項を整理し、円滑
な導入に向けた普及啓発資料を作成する。

-

道路分野における多様なPPP/PFI手法の導入促進に向け、
各道路管理者がPPP/PFI事業に取り組む際に参考となる普
及啓発資料（事例集）を１件策定する。

「PPP/PFI推進アクションプラン」に掲げる10年間（平成25年
度から平成34年度まで）の事業規模目標21兆円。

備考
【AP改革項目関連：社会資本整備等　分野⑩】にあるＫＰＩ「「登録期間技能者制度」に基づく登録期間技能者の数」、「女性技術者・技能者数」及び「35歳未満若手技術者を新規に一定割合以上雇用する企業数」は、政策チェックアップにおいて参考指
標として設定しており、毎年度モニタリングを実施する。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施策方針演説等のうち主なもの）

・経済財政運営と改革の基本方針（平成２８年６月２日）第２章２（３）③、第２章２（３）④、第２章２（５）①、第３章５（２）①、第３章５（２）⑤


